




















































































1970年代、③ 1980年代～ 1990年代、④ 2000年以降の 4期に分けて議会広報の先行研究を概観する。
3.1　信頼関係の時代（戦後～ 1950 年代）

































































































































































































































































6） 昭和の大合併は、1953年の町村合併促進法及び 1956年の新市町村建設促進法により、「町村数を約 3分の 1に減少する
ことを目途」とする町村合併促進基本計画（昭 28年 10月 30日 閣議決定）の達成を図ったものである。合併の結果、


















































浪江虔（1969）『自治体広報の実際 -前進のキイポイント -』現代ジャーナリズム出版会 .
大森彌（2002）『新版 分権改革と地方議会』ぎょうせい．
佐々木毅（2007）『民主主義という不思議な仕組み』筑摩書房．
佐藤竺（1980）「地方自治の問題状況」佐藤竺編著『地方自治の変動と対応』学陽書房．
───（1990）『地方自治と民主主義』大蔵省印刷局．
佐藤俊一（1997）『戦後日本の地域政治－終焉から新たな始まりへ』敬文堂．
佐藤卓己（2008）『輿論と世論 日本的民意の系譜学』新潮社．
杉田敦（2006）「自治体と代表制─競争としての代表＝表象」自治体学会編『自治体における代表制』年報自
治体学 19．
新藤宗幸（2001）『講義 現代日本の行政』東京大学出版会．
高瀬淳一（1999）『情報と政治』新評論．
竹下譲（2006）「自治体における代表制－“地方自治”の代表は議会」自治体学会編『自治体における代表制』
年報自治体学 19．
土山希美枝（2007）『高度経済成長期「都市政策」の政治過程』日本評論社．
辻清明（1960）『政治を考える指標』岩波書店．
───（1976）『日本の地方自治』岩波書店．
全国革新市長会・地方自治センター編（1998）『資料 革新自治体』日本評論社．
山崎正（2002）『東京都知事の研究』明石書店．
───（2003）『地方議員の政治意識 マニフェスト時代の地方議員を採点する』日本評論社．
柳瀬昇（2005）「討論型世論調査の意義と社会的合意形成機能」『Keio SFC journal』4(1)，慶応義塾大学．
Hosei University Repository
